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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 23,193 35.3 581 257.3 725 46.8 338 △21.4

2021年３月期第３四半期 17,139 △16.1 162 △55.8 494 △18.5 431 △11.6

（注）包括利益 2022年３月期第３四半期 685百万円（△45.8％） 2021年３月期第３四半期 1,265百万円（210.3％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第３四半期 9.09 －

2021年３月期第３四半期 11.57 －

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 40,232 16,777 39.1 421.91

2021年３月期 35,886 16,216 42.4 407.87

（参考）自己資本 2022年３月期第３四半期 15,730百万円 2021年３月期 15,207百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 － 0.00 － 3.00 3.00

2022年３月期 － 0.00 －

2022年３月期（予想） 3.00 3.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 31,000 26.9 700 143.1 900 27.5 600 19.6 16.09

１．2022年３月期第３四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年12月31日）

（２）連結財政状態

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、2022年３

月期第３四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年３月期３Ｑ 37,286,906株 2021年３月期 37,286,906株

②  期末自己株式数 2022年３月期３Ｑ 2,501株 2021年３月期 1,835株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期３Ｑ 37,284,795株 2021年３月期３Ｑ 37,285,482株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（注）詳細は、添付資料Ｐ.８「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事

項（会計方針の変更）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件および業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については添付資料Ｐ.３「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情

報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第３四半期連結累計期間における世界経済は、前半においては新型コロナウイルス感染症の広がりに落ち着

きが見られ、徐々に各国の入国制限が緩和されるなど回復傾向にありましたが、後半にはオミクロン株の拡大に

より、再び経済活動は厳しい状況に至りました。わが国経済においては、新型コロナウイルス感染症の影響を受

けつつも、緊急事態宣言が全面解除されたことにより、個人消費が上向き、経済活動にも回復の動きが見られま

した。しかしながら、オミクロン株の感染拡大に加え、原油・油脂相場の高騰が原料価格を押し上げるなど、企

業の事業活動は依然として厳しい状況にあります。

　当社グループを取り巻く環境においては、国内経済の緩やかな回復とともに当社グループ製品の需要も回復基

調で推移しました。一方、原油相場高騰の影響が天然油脂相場にも及んだ結果、当社グループ製品の多くについ

て、原料価格上昇の影響を受けました。また、世界的な物流の停滞により、輸入原料の確保、製品の輸出のいず

れにおいても苦戦を強いられたほか、半導体不足による自動車業界の減速が、当社グループ製品の需要にも影を

落としました。

　このような環境の中、当社グループにおきましては、徹底した感染予防対策の継続や在宅勤務の実施により事

業活動の継続に注力しました。業績面では、原料価格高騰の影響により収益性が低下する結果となりましたが、

新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けた前年度からは回復しました。

　また、2021年４月よりスタートした中期経営計画に掲げる事業戦略に沿って、モビリティや電子材料向けの樹

脂原料や医療器具向けの樹脂改質剤などの高付加価値製品の拡販、環境課題の解決や地球環境との共存を目指し

た製品開発を進めております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間における当社グループの売上高は、231億９千３百万円（前年同四半期

比35.3％増）となり、損益面では、営業利益５億８千１百万円（前年同四半期比257.3％増）、経常利益７億２

千５百万円（前年同四半期比46.8％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益３億３千８百万円（前年同四半期

比21.4％減）を計上する結果となりました。

　主要製品の概況は次のとおりであります。

　生活産業関連向け販売においては、トイレタリー及び繊維関連の需要が堅調だった一方、原料価格高騰や原料

の調達難に見舞われたため、製品価格の見直しなどの対応を行いました。また、医薬・食品向け添加剤の販売が

好調に推移した結果、売上高は前年を上回りました。

　床材や電線被覆材などの建材向け原料である可塑剤製品は、高騰する原料価格に対応すべく、製品価格の改定

を行った結果、売上高は前年を上回りました。

　自動車産業向けでは、半導体不足による自動車減産の影響を一部受けながらも、自動車塗料向け原料の販売は

堅調を維持しました。さらに、電子材料向け樹脂原料の海外需要が伸びたことから、売上高は前年を上回りまし

た。

（２）財政状態に関する説明

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は402億３千２百万円となり、前連結会計年度末に比べ43億４千５百万

円増加しました。

　流動資産は205億２千３百万円となり、前連結会計年度末に比べ40億７千３百万円増加しました。これは主

に、受取手形、売掛金及び契約資産が21億８千９百万円、現金及び預金が11億６千万円、棚卸資産が７億３千７

百万円それぞれ増加したことなどによります。固定資産は197億８百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億

７千１百万円増加しました。これは主に、有形固定資産が３億８千８百万円増加したことなどによります。

　流動負債は131億７千３百万円となり、前連結会計年度末に比べ15億５千９百万円増加しました。これは主に

支払手形及び買掛金が21億９千４百万円増加した一方で、短期借入金が３億７千６百万円減少したことなどによ

ります。固定負債は102億８千１百万円となり、前連結会計年度末に比べ22億２千３百万円増加しました。これ

は主に、長期借入金が21億２千５百万円増加したことなどによります。

　純資産は167億７千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億６千１百万円増加しました。これは主に、

利益剰余金が２億３千万円、その他有価証券評価差額金が１億円それぞれ増加したことなどによるものでありま

す。

　この結果、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は39.1％となりました。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2022年３月期の業績予想については、最近の業績の動向を踏まえ、2021年５月13日に公表した通期の業績予想

を修正いたしました。詳細につきましては、本日公表した「業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧くださ

い。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,148 4,309

受取手形及び売掛金 9,281 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 11,471

商品及び製品 1,913 2,398

仕掛品 1,004 788

原材料及び貯蔵品 853 1,320

その他 251 237

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 16,449 20,523

固定資産

有形固定資産

土地 4,281 4,281

その他（純額） 5,823 6,212

有形固定資産合計 10,105 10,494

無形固定資産 46 36

投資その他の資産

投資有価証券 8,513 8,442

その他 772 736

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 9,285 9,177

固定資産合計 19,437 19,708

資産合計 35,886 40,232

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,926 7,121

短期借入金 2,786 2,410

１年内返済予定の長期借入金 1,819 1,986

未払法人税等 73 69

賞与引当金 238 98

その他 1,769 1,487

流動負債合計 11,613 13,173

固定負債

長期借入金 4,309 6,435

役員退職慰労引当金 77 81

退職給付に係る負債 1,850 1,914

その他 1,820 1,849

固定負債合計 8,057 10,281

負債合計 19,670 23,454

純資産の部

株主資本

資本金 5,660 5,660

資本剰余金 4,075 4,075

利益剰余金 3,727 3,958

自己株式 △0 △0

株主資本合計 13,463 13,694

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,304 2,405

為替換算調整勘定 △579 △393

退職給付に係る調整累計額 18 24

その他の包括利益累計額合計 1,743 2,036

非支配株主持分 1,008 1,046

純資産合計 16,216 16,777

負債純資産合計 35,886 40,232
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（単位：百万円）

 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

売上高 17,139 23,193

売上原価 13,802 19,145

売上総利益 3,337 4,048

販売費及び一般管理費 3,174 3,466

営業利益 162 581

営業外収益

受取配当金 127 134

持分法による投資利益 169 94

為替差益 0 4

その他 72 24

営業外収益合計 369 258

営業外費用

支払利息 31 32

シンジケートローン手数料 － 43

研究所移転費用 － 21

その他 6 17

営業外費用合計 38 115

経常利益 494 725

特別利益

投資有価証券売却益 75 －

特別利益合計 75 －

特別損失

固定資産除却損 9 8

減損損失 21 4

投資有価証券売却損 － 195

特別損失合計 30 207

税金等調整前四半期純利益 539 517

法人税、住民税及び事業税 59 111

法人税等調整額 13 13

法人税等合計 73 124

四半期純利益 466 392

非支配株主に帰属する四半期純利益 34 53

親会社株主に帰属する四半期純利益 431 338

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

四半期純利益 466 392

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 833 100

為替換算調整勘定 7 △0

退職給付に係る調整額 5 5

持分法適用会社に対する持分相当額 △47 186

その他の包括利益合計 799 292

四半期包括利益 1,265 685

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,230 631

非支配株主に係る四半期包括利益 35 53

（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

　（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、有償支給取

引について、従来は、有償支給した支給品について消滅を認識しておりましたが、支給品を買い戻す義務を負って

いる場合、当該支給品の消滅を認識しない方法に変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への影

響もありません。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示するこ

とといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について

新たな表示方法により組替えを行っておりません。

　（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号  2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号  2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる四半期連結財務諸表への影響

はありません。

- 8 -

新日本理化株式会社(4406) 2022年３月期 第３四半期決算短信


